
　

％

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

②

緊急時の配備体制の充
実

第１段階
実践に即した訓練を定期的に実施する。
（震災訓練 ３回／年、防災訓練 ２回／年、水
質異常初期対応訓練 １回／年）

Ａ第２段階 訓練結果を検証し、問題点の抽出等を行う。

第３段階
各種マニュアルの改定及び体制の見直しを行
い、マニュアルを確実に運用できるよう継続的
に訓練を実施する。

第２段階
第１段階の訓練の結果、震災訓練における情報共有の仕方
に整理が必要など、課題が判明した。

第３段階
第２段階の検証結果を踏まえて見直しや改善を図り、「地
震時行動マニュアル」の改訂を行った。

取組年度
元年度

(2019年度)
２年度

第１段階
震災訓練 ２回／年
防災訓練 ２回／年
水質異常初期対応訓練 １回／年

項目 単位
　　　　　　　　　　　元年度～５年度
　　　　　　　　　 (2019年度)

元年度自己評価

Ａ
25 50 75 100 ―

①

設備診断による計画的
な施設管理

％
25

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

設備診断計画に基づき、対象機器の設備診断を実施す
るとともに、修繕計画の見直し及び施設情報システム
の修正を行った。

備考

【県民サービスの向上】

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

県出資率 50.0

２　法人運営における現状の課題

　当公社は、県と流域関連市町が設立した県主導第三セクターとして、県から流域下水道の維持管
理業務を受託するとともに、市町から流域関連公共下水道の水質分析等技術的業務を受託するな
ど、流域下水道と流域関連公共下水道の一体的水質管理に寄与している。
　現在、人口の減少や施設の老朽化など、当公社や下水道事業を取り巻く環境は、大きく変化して
きている。
　このような状況を踏まえ、当公社は、令和元(2019)年度から５ヶ年間の「第６期経営改善計画」
を策定し、効率的な設備運用によるコスト削減、施設への老朽化対応、災害時への対応、市町への
技術支援及び普及啓発活動の充実など、更なる運営の健全化や効率化に取り組んでいる。

３　経営改善目標の達成に向けた取組実績等

　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

基本財産等 110,000,000 　　円 県出資額 55,000,000 円

設立年月日 昭和55年5月23日 代表者名 中村　正樹

所在地 平塚市四之宮四丁目１９番１号 電話番号 0463-55-7211

（様式６）

経営改善目標の達成に向けた取組状況

１　法人の概要（令和２年７月１日現在）

法人名 　（公財）神奈川県下水道公社



No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
Ａ

23 23 23 24 24

④

下水道出張教室の充実 回
23

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

業務の見直し・改善を図ることにより、流域市町の小
学校へ目標どおりの回数の出張教室を行い、下水道や
環境問題への子供たちの理解を深めた。

備考

1 2 3 －

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

③

事業場の排水担当者研
修会の実施

回目
－

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

備考

－

第２段階

備考

第３段階

取組年度 ５年度

②
続
き

取組年度 ３年度 ４年度

第１段階

第２段階

第３段階

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

令和元年東日本台風の影響により、県の訓練に合わせ
た震災訓練が中止となったが、他の訓練で得られた課
題等から、マニュアルの改善が図れた。

引き続き実践に即した訓練を継続的に実施すると
ともに、必要に応じて、各種マニュアルの改定及
び体制の見直しを行う。

第１段階



No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
Ａ

△ 7,000 △ 7,000 △ 7,000 △ 7,000 △ 7,000

④

一括発注の推進
（工事等）

千円
△ 14,460

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

工事等の契約において、一括発注を推進することによ
り、目標額を上回る経費の縮減を図った。

備考

△ 7,350 △ 7,350 △ 7,350 △ 7,200

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

③

汚泥処理施設の集約化
による運転管理業務等
の見直し

千円
△ 3,360

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

四之宮水再生センターの汚泥処理施設について、南系
を順次廃止して北系に集約化し、運転管理業務等の見
直しを行った。移行時期が２か月遅れたことにより目
標額には達しなかったが、目標額に近い経費縮減が図
れた。

今年度集約化が完了したことから、来年度以降は
計画通り経費の縮減を図る。

備考

Ａ
△ 3,830

②

沈砂池の自動運転の最
適化

千円

△ 160

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

柳島水再生センターの沈砂池において、低段沈砂池し
砂系自動運転の細目除塵機を、最適なサイクル数に変
更することにより、計画どおりの電気料金の縮減を
図った。

備考

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

Ａ
△ 160 △ 160 △ 160 △ 160 △ 160

①

電気設備の運用方法の
最適化

千円
△ 340

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

柳島水再生センターにおいて、３台の主変圧器を最適
な運転台数で運用し、変圧器における損失を減らすこ
とで電力を削減し、計画どおりの電気料金の縮減を
図った。

備考

Ａ
△ 340 △ 340 △ 340 △ 340 △ 340

【収支健全化に向けた経営改善】

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価



No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

No.

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

５　取組実績等についての総括（所管課）
　令和元年度は、経営改善目標の経費削減目標額を達成し、この外、県民サービスの向上に向けた取組も概ね達成でき、
大いに評価できる。
　収支健全化に向けた経営改善については、目標額を大幅に超える150%の削減を達成し、大いに評価できる。また、県民
サービスの向上については、「緊急時の配備態勢の充実」において、訓練で明確になった課題や対策等を災害用のマニュ
アルに反映するなど、ＰＤＣＡサイクルによる取組の見直しを、適切に行っていることがわかる。
　これからも引き続き、工夫を図りながら、着実な経営改善に取り組んでもらいたい。

備考

４　取組実績等についての総括（法人）
１　これまでの取組についての総括
　  計画の実施に当たっては、ＰＤＣＡサイクルにより円滑な推進に努めた。

＜令和元(2019)年度の取組結果に関する評価〔Check〕及び改善〔Action〕＞
 (1)　県民サービスの向上
　　②「緊急時の配備体制の充実」では、令和元年東日本台風の影響により震災訓練の中止を余儀なくされたが、その他
　の項目においては目標を達成することができた。なお、②においても、実施した２回の震災訓練等から訓練結果の検証
　や問題点の抽出により、マニュアルの改善を行うことができたため、緊急時の配備体制の充実は図れた。
 (2)　収支健全化に向けた経営改善
　　③「汚泥処理施設の集約化による運転管理業務等の見直し」では、移行時期が遅れたことで目標を達成できなかった
　が、他の項目では目標を達成し、削減目標額約14,230千円を上回る約21,320千円の削減を達成した。（達成率150％）
　
２　今後の取組みに向けた考え方
　  第６期経営改善目標の初年度は、「県民サービスの向上」では、施設・設備の老朽化対策、大規模自然災害等への対
　応、流域市町への効果的な支援及び下水道の重要性と役割の普及啓発などに努め、概ね計画通りに取り組んだ。また、
　「収支健全化に向けた経営改善」においても、経費削減目標を達成した。初年度の取組を踏まえ、次年度においても、
　計画に基づく各項目の達成に向けて取り組む。

Ａ
△ 1,400 △ 1,400 △ 1,400 △ 1,400 △ 1,400

⑥

広場管理人員の削減 千円
△ 1,500

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

酒匂水再生センターにて、広場管理業務の見直しと併
せて、管理委託業務の人員体制を見直すことにより、
目標を上回る人件費の縮減を図った。

△ 1,500 △ 1,500 △ 1,500 △ 1,500

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

項目 単位
元年度

(2019年度)
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 元年度自己評価

⑤

汚泥貯留地管理業務の
見直し

千円
△ 1,500

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

相模川汚泥貯留地にて、汚泥貯留地管理業務の見直し
と併せて、管理委託業務日数を見直すことにより、目
標どおりの人件費の縮減を図った。

備考

Ａ
△ 1,500


